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勤労者の運動習慣を促進する社会的要因と行動変容

一一健康政策の構策を目指した基礎研究一一

はじめに

生活様式の変化や脂肪分の多い食事に代表され

る食生活の欧米化などが原因となって発症する糖

原病や心筋梗塞、脳卒中などの生活習慣病の増加

が懸念されている。

一方、少子高齢化がすすむ現在、 QOL(Quality 

of Life :生活の質)を向上させ、健康寿命(痴呆

のない状態での寿命)を遅延させる政策や施策、

またその具現化が急務となっている。

このような背景による医療制度改革の中で、健

康寿命の遅延のための方策のーっとして、生活習

慣病の予防に重点が置かれるようになったo 平成

15年には「我が国における急速な高齢化の進展及

び疾病構造の変化に伴い、国民の健康の増進の重

要性が著しく増大していることに鑑み、国民の健

康の増進の総合的な推進に関し基本的な事項を定

めるとともに、国民の栄養の改善その他の国民の

健康の増進を図るための措置を講じ、もって国民

保健の向上を図ることを目的とするJとして健康
増進法が施行された 1)。また、 2008年4月から

は医療保険者(地域や企業などの組織)は特定健

康診査後にメタポリツクシンドローム(内臓脂肪

症候群)の危険性が高いと認められる者(保健指

導対象者)に対し、疾病の原因となる生活習慣の

改善を目的とした運動指導や栄養指導、禁煙サ

ポートなどの介入(特定保健指導)が責務とされ、

医療費の伸びの抑制を図ることが期待されるよう

になった九厚生労働省はrIに運動 2に食事

河合美香

しっかり禁煙 最後にクスリJをスローガンに
掲げている。そして、 2013年からは、医療保険者

の生活習慣病への取り組みの実施状況、および成

果が考慮されて、後期高齢者支援金の負担額が加

算・減算されることも検討されている 3)。

一方、健康の獲得には、その背景にある社会的

要因 (socialdetenninates of health)への着目と

健康を捕らえるパラダイムの拡張が必要であり、

行動への介入に加え、それ以上に大きな力をもっ

環境要因への介入を含む新しいアプローチが求め

られるようになっている。すなわち、社会的決定

要因と職場環境、就労条件によって影響を受ける

ライフスタイル、またライフコースで蓄積された

要因に対する有効な介入が必要である~)。さらに

近年では、社会における人々の結びつきを強め、

地域性や社会的結束による力に期待するソーシャ

ル・キャピタルと心身の健康の獲得との関連が注

目されている。ソーシャル・キャピタルが豊かで

あれば風邪や心臓発作、脳卒中、うつ病などに擢

りにくく、喫煙や飲酒、児童虐待などの行動も少

なくなるなど、ソーシャル・キャピタルと，心身の

健康の獲得に関連した研究が公衆衛生の分野にお

いて期待されている 5. 6)。

1 .目的

生活習慣病の予防には運動と栄養、禁煙、薬物

の投与などがあるo これらの要因の中で、運動は

その実施による生理的効果が大きくiI、精神的効
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果や社会的効果、またイベントの開催による地域 H.方 法

活性や医療保険費の削減による経済的効果も期待

されるなど、健康の維持と体力の向上のために重 1.調査対象

要な要素であると考えられる。 2006年には生活習 対象は健康政策に関心をもっG市の職員2，129

慣病予防を目的とした「健康づくりのための運動 名(男性1，544名、女性585名)である。

指針2∞6(エクササイズガイド2∞6)Jが公表さ
れ 8・へその後、地域やスポーツクラブ、また医

療保険者による特定保健指導においてもこのガイ

ドラインを参考にした運動指導が行われるように

なっている 10.11)。一方、運動の実施と継続にはこ

の実現を可能とする要因、および背景があり 11.

12. 13)、これらは、食事の摂取状況や喫煙対策、さ

らにクスリの服用とその効果にも影響すると考え

られる。

本研究は、地域や企業において労働力を担って

いる勤労者の健康づくりを運動面から推進するた

めの基礎資料を得ることを目的とする。すなわち、

勤労者の運動の実施状況と個人の特性、生活習慣

との関連、運動の実施を阻害する要因、および疾

病の状況などの現状と相互の関連を比較検討し、

今後の地域、および企業における健康政策を推進

するための基礎資料とすることを目的とした。

表1.運動の参加ステージ(行動変容)14) 

2.調査方法

G市の職員厚生課の担当職員(現在健康政策課

所属)の協力を得た。調査に先立ち、市役所の安

全衛生委員会にて担当者より調査の実施目的、方

法、および個人情報の取り扱い等について説明さ

れ、本研究の調査の実施について了承を得た。調

査は6固に渡る職員の定期健康診断の際に配布、

回収した。調査は自己記入式で実施した。

3.調査の内容

調査項目は、運動の実施状況の把握のために行

動変容(運動の参加ステージ)の5段階(無関心

期、関心期、準備期、行動期、および維持期)w 

とそれに関連すると考えられる生活習慣に関する

5項目、社会・経済に関連する 5項目、仕事に関

連する 5項目、健康に関連する 5項目、その他2

項目の計22項目である。運動の参加ステージを

表1、仕事の活動量の分類を表2にそれぞれ示した。

無関心期 (pr・'econtemplation): 6ヶ月以内に行動を変える意志がない

関心期 (con旬mplation): 6ヶ月以内に行動を変える意志がある

準備期 (preparation) 1ヶ月以内に行動を変える意志がある

行動期 (action) 行動を変えて6ヶ月以内である

維持期 (maintenance) 行動を変えて6ヶ月以上経過している

表2.仕事の活動量の分類

不活発:座った作業.または軽い手作業が主である(例:事務，会議，運転など)

ふつう:立った作業が多い(例:教員.機械操作など)

活動的 1日正味1時間位の重い筋作業がある(例:建設，配達，調理など)

非常に活動的 1日正味2時間位の重い筋作業がある(例:消防士，保育士など)
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4.統計処理
得られた調査のデータは、個人の特性と職種、

運動の参加ステージに影響している要因、疾病の

状況について単純統計した。その際、運動の参加

ステージ5段階は、無関心期、関心期、準備期の

3段階を運動非実施群、行動期と維持期の2段階

を運動実施群の2群として他と項目と比較したo

また、運動の参加ステージに関連ある項目につい

て、 X2検定によって検討した、その後、関連の

ある項目について多重共線が生じないよう独立変

数を選択し、ステップワイズ多変量ロジスティッ

ク回帰分析によって運動の実施と継続に関連する

要因を検討した。

m.結果

1.調査察の回収状況

調査票の回収状況を表3に示した。

定期健診の対象者2，129名(男性1，544名、女

性585名)に対して、健診の受検者は2，098名

(93.7%)であり、調査票は1，994名 (95.仰6)か
ら回収された。

本研究の対象としたG市役所では職員厚生課に

より健診の受検の必要性、重要性について啓蒙さ

れている。このことが受検率、および本研究の調

査票の回収率の高さに反映されていると考えられ

る。

また、教育年数が短いほど「健康診断を受診し

たことがないj者が多くなることが明らかになっ

ている 15)。本研究の対象者は、他の職種と比較し

表3.飼査の対象

(正規職員の40歳以上)
男性

(人) (%) 

年齢別総合健康診断を 1544 72.5 希望した職員(A)

健診受検者(8) 1527 72.8 

回収された調査漂(C) 1449 72.7 

回収率(C/A) 93.8 (%) 

回収率(C/8) 94.9 (%) 
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て教育年数が長い者の割合が多いことが受検率の

高さにつながっているとも考えられる。さらに、

近年、疾病の発症を早期発見して早期治療につな

げる「二次予防Jから疾病が発症する前に運動の
実施や食事への配慮、禁煙によって健康は自身で

守る「一次予防Jへと勤労者の意識の変化にも影
響されていると考えられるo

2.対象者の特性

対象者の年齢、職種、体格 (BMI)を検討した。

(1)年齢構成

結果を表4-1に示した。

男性は、 55-59歳の460人 (31.9%)が最も

多く、次いで50-54歳の368人(25.5%)が多かっ

た。一方、女性は50-54歳の 160人 (29.4%) 

が最も多く、次いで55-59歳の132人 (24.3%)、

45 -49歳の121人(22.2%)がほぼ同じ割合であっ

た。

(2)職種

結果を表4-2に示した。

男性は、事務が530人 (37.3%)で最も多く、

次いで技術372人 (26.2%)、消防255人(17.9%)

であり、保育、調理はそれぞれ3人(0.2%)と少

なかった。一方、女性は保育が164人 (30.5%)、

次いで保健医療140人 (26.0%)、消防と清掃はO

人 (0.0%)であった。

職種と運動の実施状況の関係については、人数

にばらつきが大きかったため、検討することがで

きなかった。しかし、職種の相違は、職場での身

体活動量や身体的、精神的疲労と関係があるため、

女性 合計

(人) (%) (人) (%) 

585 27.5 2129 100.0 

571 27.2 2098 100.0 

545 27.3 1994 100.0 

93.2 (%) 93.7 (%) 

95.4 (%) 95.0 (%) 
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生活習慣や運動実施状況に大きく影響すると考え

られる。事務職は身体活動量が総合的に少なく、

逆に保育や調理、消防は現場で勤務する場合は身

体活動量が多い。また、年齢が高くなるにしたがっ

て、管理職が多くなり、現場で身体を動かす機会

が減少するとも考えられるo

(3)体格

結果を表4-3に示した。

体格は身長と体重から算出される BMIを参照

とした。表5はWHO、および日本肥満学会にお

ける肥満の判定基準である。

本調査において、男性では18.5未満の低体重の

者(痩せ)が40人 (2.9%)、正常の者が956人

(68.2%)であったが、 25.0以上の過体重の者(肥

満)が406人 (29.0%)であった。一方、女性で

は痩せが40人(7.4%)、正常の者が398人(74.1%)、

肥満が99人 08.5%)で、男性と比較して痩せと

表4-1.年齢構成

年齢 男性
(人) (%) 

44歳未満 312 21.6 

45-49歳 237 16.4 

50-54歳 368 25.5 

55-59歳 460 31.9 

60-64歳 65 4.5 

合計 1442 100.0 

表4-2.職種

職種
男性

(人) (%) 

事務 530 37.3 
技術 372 26.2 
保健医療 48 3.4 
保育 3 0.2 
調理 3 0.2 
消防 255 17.9 
教員 9 0.6 
清掃 140 9.8 
その他 62 4.4 
合計 1422 100.0 

正常範囲の割合が高く、肥満の割合は低かった。

平成19年度の国民栄養調査(表6)16)によれば、

男性の50-59歳のBMIは23.81:t 3.27で痩せが

4.3%、肥満者は34.3%であることから、本研究の

対象者の50-59歳は、全国平均と比較して痩せ

(2.9% vs.4却6) と肥満 (29.ω(，vs.34.3%)のいず

れの割合も少なく、正常範囲 (68.2% vs.61.4 %) 

の割合が高かったロ

一方、女性の40-49歳のB阻は21.89:t 3.57で、

痩せが11.4%、肥満は16.3%、50-59歳のBMI

は22.93:t 3.34で、痩せが4.5%、肥満者21.2%で

あった。本研究の対象者は、 40-49歳の全国平

均と比較して痩せの割合が低く (7.4%vs.11.4%)、

肥満の割合はやや高かった(18.5%vs.l6.3%)が

50 -59歳の全国平均と比較すると痩せの割合が

高く (7.4% vs.4.5%)、肥満の割合は低かった(18.5%

vs.21.2%)o 

女性 合計
(人) (%) (人) (%) 

113 20.8 425 21.4 

121 22.2 358 18.0 

160 29.4 528 26.6 

132 24.3 592 29.8 

18 3.3 83 4.2 

544 100.0 1986 100.0 

女性 合計
(人) (%) (人) (%) 

92 17.1 622 31.7 
36 6.7 408 20.8 
140 26.0 188 9.6 
164 30.5 167 8.5 
69 12.8 72 3.7 。 0.0 255 13.0 
12 2.2 21 1.1 。 0.0 140 7.1 
25 4.6 87 4.4 
538 100.0 1960 100.0 
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表4-3.体格指数 (BMI)

BMI 男性
(人) (%) 

18.5未満 40 2.9 

18.5-25.0朱満 956 68.2 

25.0-30.0未満 363 25.9 

30.0以上 43 3.1 

合計 1402 100.0 

表5.肥満の判定基準

WHOによる判定
判定 BMI 

低体重 <18.5 

正常 18.5-25 

前肥満(過体重) 25-30 

肥満 I 30-35 

肥満E 35-40 

肥満E 40~ 

表6.各年代のBM116)

性別 年代 BMIの平均

男性
40-49歳 23.93:1: 3.30 

50-59歳 23.81 :1:3.27 

40-49歳 21.89:1:3.57 
女性

50-59歳 22.93:1: 3.34 

3.個人の特性と運動の実施状況(運動の参加ス

テージ)

結果を表7-1、および7-2に示したo

男性では、年齢と運動の実施状況に関連は見ら

れなかったが、BMIとの関連がみられ (P=0.023)、

運動の参加ステージ(行動変容の段階)は、肥満

(BMI: 30.0以上)の人と同様に痩せ (BMI:18.5 

未満)の人においても初期段階(無関心期、関心

期、準備期)の割合が高かった。

女性は、男性と比較して 39-49歳と 50-62 

歳のいずれも運動実施者の割合が低かった (5.2%

vs.19.3%、9.7%vs.22.6%)が、年齢と運動の実

2010 No.41 

女性 合計

(人) (%) (人) (%) 

40 7.4 80 4.1 

398 74.1 1354 69.8 

89 16.6 452 23.3 

10 1.9 53 2.7 

537 100.0 1939 100.0 

日本肥満学会

判定 BMI 

やせ く19.8

普通 19.8-24.2 

過体重 24.2-26.41 

肥満 26.4孟

BMIの区分

痩せ 標準 肥満

2.6% 64.4'覧 33.0拡

4.3% 61.4% 34.3覧

11.4覧 72.2% 16.3覧

4.5% 74.3% 21.2弘

施状況には有意な関係がみられ (P=0.040)、運動

実施者の割合は年齢が39-49歳より 50-62歳

で高くなった (5.2%vs.9.7%)。一方、 BMIと運

動の実施状況に関連はみられなかった。

4.生活習慣と運動の実施状況

結果を表8-1、および8-2に示した。

男性では、喫煙 (P=0.009) と健康獲得への意

識 (pくO.∞1)において、運動の参加ステージ
と有意に関連し、喫煙は運動実施群と比較して非

実施群で商く (29.2%vs.38.7%)、また健康獲得へ

の意識は運動実施群と比較して非実施群で低かっ
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表7-1.個人の特性と運動実施状況(男性)

運動ステージ
全体

無関心+関心+準備群 継続+実施群 P値
人数 (%) 人数 (%) 人数 (%) 

年齢
39-49 歳歳 438 39.5 105 34.9 543 38.5 0.083 
50-62 672 60.5 196 65.1 868 61.5 

BMI 
18.5宋満 39 3.6 0.3 40 2.9 0.023 
18.5-25.0未満 734 68.0 207 69.2 941 68.2 
25か30.0未満 272 25.2 83 27.8 355 25.7 
30.0以上 35 3.2 8 2.7 43 3.1 

表7-2.個人の特性と運動実施状況(女性)

運動ステージ
全体

無関，1)+関心+準備群 継続+実施群 P値

人数 (%) 人数 (%) 人数 (%) 

年齢
39-49 歳歳 217 44.6 12 29.3 229 43.4 0.040 
50-62 270 55.4 29 70.7 299 56.6 

BMI 

18.5未満5.0未 37 7.9 3 8.3 40 8.0 0.408 
18.5-2 満満 355 76.2 31 86.1 386 76.9 
25.0-30.0朱 65 13.9 2 5.6 67 13.3 
30.0以上 9 1.9 。 0.0 9 1.8 



た (74.1% vs.48.4%)。

女性では、生活リズム (P=0.005) と健康獲得

への意識 (P=O.∞1)において、運動の参加ステー

ジと有意に関連し、生活リズムが規則的な者は運

動実施群と比較して非実施群で少なく (78.0%

vs.56.8%)、健康獲得への意識は、運動実施群と比

較して非実施群で低かった (80.0%vs.54.5%)。

5.運動実施の環境と運動の実施状況

結果を表9-1、および9-2に示した。

男性では、運動が嫌い (pくO.∞1)、家庭での
仕事 (pく 0.001)、運動する仲間 (P=O.∞1)に

おいて、運動の参加ステージと有意に関連し、運

動が嫌いな者は、運動実施群と比較して非実施群

で多く (4.6%vs.13.5%)、家庭での仕事が忙しい

者は、運動実施群と比較して非実施群で多かった

表9-1.生活習慣と運動の参加ステージ(男性)

運動ステージ
全体

無関心+関心+準備群 継続+実施群 P値
人数 (%) 人数 (%) 人数 (%) 

蓮覇が嫌い
いいえ 964 86.5 289 95.4 1253 88.4 0.000 
はい 150 13.5 14 4.6 164 11.6 

家庭の事が忙しく、時聞がない
いいえ 830 74.5 263 86.8 1093 77.1 0.000 
は(，、 284 25.5 40 13.2 324 22.9 

金銭的余裕がない
いいえ 985 88.4 276 91.1 1261 89.0 0.111 
はい 129 11.6 27 8.9 156 11.0 

一緒に運動する仲間がいない
いいえ 980 88.0 285 94.1 1265 89.3 0.001 
は(，、 134 12.0 18 5.9 152 10.7 

近くに便利な施設がない
いいえ 1032 92.6 286 94.4 1318 93.0 0.176 
はい 82 7.4 17 5.6 99 7.0 
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表9-2.生活習慣と運動の参加ステージ(女性)

運動ステージ
全体

無関心+関心+準備群

人数 (%) 

運動が嫌い
いいえ 434 88.9 
はい 54 11.1 

家庭での仕事が忙しく、時聞がない
いいえ 256 52.5 
はい 232 47.5 

金銭的余裕がない
いいえ 433 88.7 
はい 55 11.3 

一緒に運動する仲間がいない
いいえ 433 88.7 
はい 55 11.3 

近くに便利な施設がない
いいえ 445 91.2 
はい 43 8.8 

03.2% vs.25.5%)。また、運動する仲間がいない

者は運動実施群と比較して非実施群で多かった

(5.9% vs.l2.0%)。
女性では、運動の実施に関係する環境のいずれ

の項目においても運動の参加ステージと有意な関

連はみられなかった。

6.仕事と運動の実施状況

結果を表10-1、および10-2に示した。

男性では、仕事での身体活動度 (pく 0.000、

仕事が忙しい (P=O.∞5)、仕事での疲労の蓄積 (p
く0.001)、残業 (pく0.001)、休暇の有無 (P=0.002)

において運動の参加ステージと有意な関連がみら

れ、仕事で活動的な者は運動実施群と比較して非

実施群で少なく (36.8% vs.19.4%)、仕事が忙しい

者は多かった (13.5%vS.20.仰心。また、仕事での

疲労の蓄積の大きい者は、運動実施群と比較して

非実施群で多く (5.6%vs.18.切6)、残業の多い者も

運動実施群と比較して非実施群で多かった 02.8%

vs.22.印6)。一方、休暇の多い者(月 9日以上)は

非実施群で少なかった (30.5%vs. 20.仰6)。

女性では、仕事が忙しい (P=0.002)、仕事での

疲労の蓄積 (P=0.002)、休暇の有無 (P=0.004)

において、運動の参加ステージとのあいだに有意

継続+実施群 P値

人数 (%) 人数 (%) 

39 95.1 473 89.4 0.165 
2 4.9 56 10.6 

27 65.9 283 53.5 0.067 
14 34.1 246 46.5 

39 95.1 472 89.2 0.156 
2 4.9 57 10.8 

37 90.2 470 88.8 0.508 
4 9.8 59 11.2 

40 97.6 485 91.7 0.124 
2.4 44 8.3 

な関連がみられ、仕事が忙しい者は運動実施群と

比較して非実施群で多く (22.0%vs. 45.5%)、仕事

での疲労の蓄積の大きい者も多かった(19.5%

vs.43.4%)。また、休暇の多い者は運動実施群と比

較して非実施群で少なかった (22.仰6vs.l6.ω6)。

7.疾病と運動の実施状況

結果を表11-1、11-2に示した。

男性では、自覚的健康感 (P=0.015)、糖尿病 (p

く 0.000、心臓病 (P=O.∞5)、腰痛 (P=O.028)
の有無において、運動の参加ステージと有意な関

連がみられ、自覚的健康感は、運動実施群と比較

して非実施群で低かった (92.4%vs.87.仰6)。糖原

病の有病率は、運動実施群と比較して非実施群で

低かったが (11.悌6vs.5.5%)、心臓病(1.1%

vs.4.l%)と腰痛(15.4%vs.20.6%)の割合は高かった。

女性では、自覚的健康感と疾病の有無において、

運動の参加ステージとのあいだに関連はみられな

かった。

8.運動の実施と継続に関連する要因

結果を表12-1と表12-2に示した。

男性において、最終的に運動の参加ステージに

関連した項目は8項目であった(糖尿病は有病率



表10-2.生活習慣と運動実施状況(女性)

運動ステージ
全体

無関心+闘心+準備群 継続+実施群 P値

人数 (%) 人数 (%) 人数 (%) 

仕事での身体活動度

不ふ活つう発
133 27.7 13 31.7 146 28.0 0.071 
123 25.6 16 39.0 139 26.7 

活動的 224 46.7 12 29.3 236 45.3 

仕事が多忙で時聞がない
いいえ 266 54.5 32 78.0 298 56.3 0.002 
はい 222 45.5 9 22.0 231 43.7 

仕事が多忙で疲労蓄積
いいえ 276 56.6 33 80.5 309 58.4 0.002 
はい 212 43.4 8 19.5 220 41.6 

残業
ほとんどない 194 40.7 19 47.5 213 41.2 0.627 
1-2日/週 119 24.9 10 25.0 129 25.0 
3-4日/週以上 164 34.4 11 27.5 175 33.8 

休暇
月9日以上 76 16.0 9 22.0 85 16.5 0.004 
月4-8日 374 78.7 25 61.0 399 77.3 
月2-3日以下 25 5.3 7 17.1 32 6.2 
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表11-1.疾病と運動実施状況(男性)

運動ステージ
全体

偏断長関心+準備群 継続+実施群 P値
人数 (%) 人数 (%) 人数 (%) 

自覚的健康感

健不健康康+ふつう
134 12.1 23 7.6 157 11.1 0.015 
974 87.9 280 92.4 1254 88.9 

高血圧

なあいる
852 80.3 231 81.1 1083 80.5 0.425 
209 19.7 54 18.9 263 19.5 

指尿病なあいる 1003 94.5 251 88.1 1254 93.2 0.000 
58 5.5 34 11.9 92 6.8 

心鴎なあ病いる 1017 95.9 282 98.9 1299 96.5 0.005 
44 4.1 3 1.1 47 3.5 

痛風

なあいる
995 93.8 272 95.4 1267 94.1 0.181 
66 6.2 13 4.6 79 5.9 

腰痛

なあいる
842 79.4 241 84.6 1083 80.5 0.028 
219 20.6 44 15.4 263 19.5 

膝痛

なあいる
999 94.2 269 94.4 1268 94.2 0.508 
62 5.8 16 5.6 78 5.8 

気分のA+、さなきい〔欝)
763 71.0 225 77.1 988 72.3 0.063 

稀時々 204 19.0 49 16.8 253 18.5 
いつ主盗る 108 10.0 18 6.2 126 9.2 

表11-2.疾病と運動実施状況(女性)

連覇ステーヲ
全体

蕪関心+蘭心+準備群 1fI+異常 P値
人数 (%) 人数 (%) 

自覚的健康感

健不健康康+ふつう
77 15.9 4 10.0 81 15.5 0.228 
407 84.1 36 90.0 443 84.5 

高血圧なあいる 425 92.0 35 87.5 460 91.6 0.234 
37 8.0 5 12.5 42 8.4 

縮尿病なあいる 453 98.1 38 95.0 491 97.8 0.216 
9 1.9 2 5.0 11 2.2 

心臆病なあいる 446 96.5 38 95.0 484 96.4 0.428 
16 3.5 2 5.0 18 3.6 

痛風

なあいる
461 99.8 40 100.0 501 99.8 0.920 

0.2 。 0.0 0.2 

腰痛

なあいる
349 75.5 31 77.5 380 75.7 0.477 
113 24.5 9 22.5 122 24.3 

膝痛

なあいる
405 87.7 37 92.5 442 88.0 0.269 
57 12.3 3 7.5 60 12.0 

気分のふさなぎい(欝)

稀時+ 々 303 64.9 30 73.2 333 65.6 0.537 
111 23.8 8 19.5 119 23.4 

いつ主車l2 53 11.3 3 7.3 56 11.0 
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表12ー 1.運動の実施と継続に関連する要因(男性)

喫煙

ずっと吸っていない
以前は吸ったが止めた

吸っている

内的コントロール所在
弱い+どちらでもない

強い

運動が嫌い

いいえ
lまし、

家庭での$が忙しく、時間がない
いいえ
lまL、

一緒に運動する仲間がいない
いいえ
lまし、

仕事での身体活動

不活発

残業

休暇

ふつう
活動的

ほとんどない
週1-2日

週3-4臼以上

月9日以上
月4-8日

月2-3臼以下

自覚的健康感
健康+ふつう
不健康

糖尿病
ない

ある

オッズ比1)

1.00 
0.76 

0.59 

1.00 
2.67 

1.00 
0.29 

1.00 

0.39 

1.00 

0.40 

1.00 

1.01 

1.63 

1.00 

0.70 

0.55 

1.00 

0.64 
0.60 

1.00 
0.60 

1.00 

2.66 

95弘信車買区間

0.52-1.12 
0.42-0.84 

1.93-3.68 

0.15-0.54 

0.26-0.57 

0.23-0.70 

0.69-1.48 
l.l3-2.35 

0.47-1.04 

0.36-0.85 

0.46-0.90 
0.30-1.21 

0.35-1.03 

1.57-4.48 

P値

0.168 

0.003 

0.000 

0.000 

0.000 

0.001 

0.976 
0.009 

0.079 

0.006 

0.009 

0.154 

0.061 

0.000 

1)オッズltのn:/JJはステップワイズ多変j注ロジスティックIIIIM分析 (変数減少X:t立法)に
よる 投入された変数は BMI. 喫煙.内的コントロール所在.巡!Ji)J嫌い.家出での多忙.

巡動f'lq:U.仕事での活動度.残業. 休暇. I当党総LJi~長. n.~!以~~.事IIうつーの;nI2~数

表 12-2.運動の実施と継続に関連する要因(女性)

生活ワヌ五
規則的
不規則

内的コントロール所在

オッズ比1)

1.00 
0.47 

弱い+どちらでもない 1β0 

95，.信頼区間

0.21-1.02 

強い 3.29 1.46-7.40 

仕草匹が多忙で時間がない
いいえ 1.00 
I;!:L、 0.37 0.17-0.82 

仕事が多忙で疲労感が強い
いいえ 1.00 
1;!:し、 0.40 0.18・0.90

P値

0.056 

1)オッズ比の鉱山はステップワイズ多変1I<ロジスティッ ク川約分析 (変数減少尤l立法)に
よ る.投入された変数は~I'.前リズム ， 内的コン ト ロ ール所在 仕耶での多忙.イI:!Hでの桜
労務抗日ーのJI'4変数.
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が低いために除外)。すなわち、運動の実施と継 1)無関心期 (precontemplation)

続に関してnegativeに関連する因子は、「喫煙J、 対象者に知識を提供して利得を理解させ、関心

「家事が多忙j、「残業Jであり、運動に関する環 (気づき)を喚起させる。例えば、行動を変えな

境では「仲間がいないJ、「運動嫌いJであった。 いことで重篤な疾患に催息した人を紹介したり、

逆にpositiveに関連する因子は「健康への意識の 恐怖の感情を導き出したりすることにより、悲惨

高さ」、「休暇が多いJ、「仕事での身体活動量が多 な結果を考えさせる。また、行動を変えないため

いJであった。 に生じる家族や友人への悪影響を考えさせる。

一方、女性において、運動の実施と継続に関連 2)関心期 (precontemplation)

した項目は3項目であった。すなわち、 negative 無関心期での働きかけに加え、行動を変えない

に関連する因子は、「仕事が多忙Jと「疲労」で 場合にどうなるか、変えることでどう変化するか

あり、 positiveに関連する因子は、「健康への意識 をイメージさせる。また、運動教室などで健康に

の高さJであった。 役立つ社会環境に関する情報を提供する。

N.運動の参加ステージを高めるための対策

本研究の結果より、対象者が運動の参加ステー

ジを高める方策として健康に対する意識の高揚と

行動変容を促す働きかけが必要であると考えられ

た。

1.健康の獲得に対する窓識の高揚

健康獲得への意識を高めるためには、現状を把

握する必要がある。日常の運動不足と栄養の隔た

り、喫煙や飲酒が身体に及ぼす影響、および喫煙

の中止が生活習慣病の予防に奏功すること、また

健康獲得が健康寿命(痴呆や寝たきりにならない

状態での生存期間)の遅延と医療保険費の削減つ

ながることなどについて知る機会が必要である。

2.行動の変容を促すはたらきかけ 14)

行動の変容を促す手段として、 5つの段階

(stage)がある。すなわち、 6ヶ月以内に行動を

変える意志がない無関心期 (precontemplation)、

6ヶ月以内に行動を変える意志がある関心期

(contemplation)、1ヶ月以内に行動を変える意志

がある準備期 (preparation)、行動を変えて6ヶ

月以内である行動期 (action)、行動を変えて6ヶ

月以上経過している維持期 (maintenance)の5

段階である。人が行動を変化させ、その行動が維

持されるためにはこの5段階に応じた適切な働き

かけが有効であると考えられている。各段階のへ

働きかけについて下記に示した。

3)準備期 (preparation)
ソーシャルサポートやトレーニングコーチな

ど、周囲からの援助を利用する。また、行動を変

えることを家族や同僚に公表、宣言する。玄関の

目立つ所にウォーキングシューズを置いたり、お

しゃれなウェアの購入により、行動変容の気持ち

を思い出すように精神的な環境、および物理的環

境を整えることも有効である。

4)行動期 (action)

行動を変容した自分の“すばらしさ"に気づか

せる。運動を一定期間継続した場合に新しい服を

購入するなど、目標を達成した際に自分自身に褒

美を与えたり、他者から褒美を得ることも有効で

ある。

5)維持期 (maintenance)

逆戻りの誘惑に抵抗する際に役立つたものを思

い出すようにする。この時期は、自己を再評価し、

実践者としての新しい自己イメージを楽しませるo

おわりに

本研究は、地域の政策を担う行政職員を対象と

して行った。今後本調査により得られたデータにつ

いて、運動への参加ステージに影響する社会的要因

を地域の歴史や自然環境、経済、教育、生活状況な

ど多角的に分析・検討することで、健康づくりに有

効な方策を具現化するための基礎資料を増やした

い。また、対象や地域により結果、すなわち地域に

必要な政策が異なることが予想されるため、多様な

対象に調査を実施し、比較検討したいと考える。
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